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１  厚木市教育委員会の点検評価について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



 

１ 趣旨 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律において、教育委員会は、毎年、その権限

に属する事務の管理及び執行の状況について、教育に関し学識経験を有する方の知見を
活用した点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと
もに、公表しなければならないとされています。 

そこで、教育委員会では、法の趣旨にのっとり、効率的かつ効果的な教育行政の推進
を図るとともに、教育委員会の責任体制の明確化を図り、市民の方々への説明責任を果
たすために、教育に関する事務の管理及び執行状況の点検及び評価を行うものです。 

 
２ 点検評価の対象 

 第２次厚木市教育振興基本計画第１期実施計画（計画期間：令和３～５年度）に位置
付けた令和４年度実施事業（全74事業） 

 
３ 点検評価の方法 

  対象事業の実績などを踏まえて課題等を分析し、今後の事業方針等について自己点検   
及び自己評価を実施します。なお、事業指標の目標に対する達成率に応じて、達成状況

を４段階の評価区分で評価します。 
また、点検及び評価の客観性を確保するため、公募による市民の方及び教育に関し学  

識経験を有する方で構成する厚木市教育委員会点検評価委員会を設置し、点検及び評価  
に係る意見や助言をいただきます。 
    

                   
 
 
 
 
 
 
 

 

 

＜事業指標の達成状況について＞ 

達成率 評価区分 

90％以上 Ａ 「順調」 

80％以上90％未満 Ｂ 「おおむね順調」 

60％以上80％未満 Ｃ 「やや遅れ」 

60％未満 Ｄ 「遅れ」 
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【参考】「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」抜粋 
（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）  

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務その他

教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の

管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出する

とともに、公表しなければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図る

ものとする。 

※50音順。◎は委員長 
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基本方針１  自立につながる「生きる力」の育成 
 
 
事業名 1-①② 小・中学校ＩＣＴ化推進事業費 所管課 教育総務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒及び教職員がＩＣＴを効果的に利活用するための環境整備を

行います。 

 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小学校】授業でＧＩＧＡス

クール端末を週に３回以上

利用する教員の割合(%) 

目標 － 40.0 50.0 

実績 － 51.2  

達成率(%) － 128％  

達成状況 － Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【中学校】授業でＧＩＧＡス

クール端末を週に３回以上

利用する教員の割合(%) 

目標 － 40.0 50.0 

実績 － 25.8  

達成率(%) － 65％  

達成状況 － Ｃ  
※事業指標①、②は令和４年度から指標を変更しています。（令和３年度までの指標「ｅライブラ
リアドバンスの１か月当たりの平均利用回数」） 

成果と課題 

デジタル教材の導入により、映像や音声を活用した分かりやすい授業環境を整え、児

童・生徒の授業内容への理解促進、教員の教材準備に係る負担の軽減を図ることができ

ました。令和４年度は対象となる教科や学年を拡充しました。 

令和３年度に、児童・生徒に一人１台の端末が整備され、学校におけるＩＣＴ環境が

大きく進展したことから、今後についても、整備されたＩＣＴ環境をいかしたデジタル

教材の効果的な学習を推進するため、教材の新たな活用方法の研究や教員の指導支援等

を行っていきます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

教育委員会の関係各課等で構成する連絡会を毎月開催し、学校の実情や要望を踏まえ

た新たなデジタル教材の導入の要否等を検討していきます。 

委員からの意見 

 

【令和３・４年度のデジタル教材導入状況比較】 

校種 教科 Ｒ３ Ｒ４ 

小学校 国語 １～６学年 ※変更なし 

算数 ３～６学年 １～６学年 

中学校 英語 -（導入なし） １～３学年 

 

視覚的に分かりやすい指導を行う

ため、小学校全学年に国語及び算

数、中学校全学年に英語の指導用デ

ジタル教材を導入しました。 
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事業名 1-③ 中学校給食施設整備事業費 所管課 学校給食課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

（仮称）厚木市学校給食センター整備計画に基づき、令和４年度の供用

開始に向けて、設計、建設に係るモニタリング支援業務委託を実施し、Ｐ

ＦＩ事業を円滑に推進します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

６月に「厚木市北部学校給食センター」が完成し、調理機器等の試運転期間、調理リ

ハーサルなどを経て、９月１日の供用開始とともに給食提供を開始しました。  

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

（仮称）厚木市学校給食

センター整備の進捗状況 

目標 設計・建設 竣工・開設 ― 

実績 完了・着手 竣工・開設  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

各業務のモニタリングチェックを行い、要求水準書等の関係図書に適合する施設とし

て、引渡しを受け、予定どおり２学期の給食開始に合わせて供用開始しました。 

今後は、施設の維持管理及び運営の業務が着実に実施されるよう、モニタリングチェ

ックを継続して実施します。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

整備事業として、令和４年度で完了しました。 

委員からの意見 
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事業名 1-④⑤ 小・中学校保護者負担軽減事業費 所管課 学務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教材・教具消耗品や実習材料等の購入費の一部を公費で負担することに

より、保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【小学校】消耗品費 25,617千円・備品購入費 164千円 

     ※児童１人あたり補助額 2,375円 

【中学校】消耗品費 14,409千円・備品購入費 2,855千円 

     ※生徒１人あたり補助額 3,041円 

     ※部活動に係る１人あたり補助額 503円 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小学校】 

保護者負担軽減割合(%) 

目標 18.0 18.0 18.0 

実績 15.2 14.2  

達成率(%) 84％ 79％  

達成状況 Ｂ Ｃ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【中学校】 

保護者負担軽減割合(%) 

目標 18.0 18.0 18.0 

実績 21.6 20.9  

達成率(%) 120％ 116％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

保護者が負担する教材教具費のうち、小学校において14.2％、中学校において20.9％

を公費で負担しました。なお、教材教具等の物価高騰の影響により目標が達成できませ

んでした。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後につきましても保護者の経済的負担を軽減するために、取組を実施してまいりま

す。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑥ 英語教育推進事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒に国際理解の素地を培い、英語によるコミュニケーション能

力を育む英語教育を推進するため、市立小・中学校に英語を母語とする外

国語指導助手（ＡＬＴ)を配置するほか、教員への研修や、児童・生徒が学

校以外の場で英語に触れる活動を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

市立全小・中学校に、英語を母語とする、または、それと同等の英語力をもつＡＬＴ

を配置しました。 

【配置人数】12人 【配置日数】小学校 1,585日、中学校 350日 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「英語の授業で学習したこ

とは、将来、社会に出たとき

に役に立つと思う」と答えた

児童・生徒の割合(%) 

目標 90.0 90.0 100.0 

実績 91.7 95.1  

達成率(%) 102％ 106％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「ＡＬＴとの授業は楽しい」

と答えた児童・生徒の割合 

(%) 

目標 80.0 80.0 100.0 

実績 93.0 95.2  

達成率(%) 116％ 119％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標③ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「英語でコミュニケーショ

ンをとるのは楽しい」と答え

た児童の割合(%) 

目標 95.0 95.0 95.0 

実績 79.6 73.7  

達成率(%) 84％ 78％  

達成状況 Ｂ Ｃ  

成果と課題 

児童・生徒の95.2％がＡＬＴとの授業が楽しいと回答していることから、英語での会

話のやり取りを軸とした言語活動の充実が図られていることが分かります。一方で、「英

語でコミュニケーションをとるのは楽しい」と答えた割合が、小学校３学年で88.3％、

４学年で77.6％、５学年で76.3％、６学年で75.9％、中学校では１学年で58.7％、２

学年67.9％、３学年62.2％と、学年が上がるにつれて減少する傾向が見られること、小

学校から中学校へ進学する段階で数値が下がることが課題となっています。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

小学校では、英語専科担当教員を中心に、ＡＬＴを効果的に活用した言語活動に重点

を置いた授業づくりが展開されるよう、指導助言をしてまいります。 

中学校では、小中での連携を通して言語活動に重点を置いた指導法等の在り方、ＡＬ

Ｔとの効果的な授業づくりについて研究が深まるよう指導助言に努めます。 

委員からの意見 

 

4



 

事業名 1-⑦ グローバル教育交流事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

市及び市教育委員会と「エデュケーション・ニュージーランド※との教育

交流に関する了解覚書」締結に基づき、ニュージーランドと児童・生徒・

教員及び学校間の交流を活性化し、教員による英語教授法や児童・生徒の

国際理解の促進を図ります。 
※エデュケーション・ニュージーランド…ニュージーランドの教育・留学等に関す
る政府機関 

※令和４年度新規事業 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

市立小学校において、ニュージーランドの学校とのオンライン交流を実施しました。 

【期間】９月～３月 【実施回数】小学校７校、18学級で実施（全て６年生） 

主な活動内容としては、ニュージーランドと日本の文化を題材としたクイズや小グル

ープでの英会話による交流を行いました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

1-⑥ 英語教育推進事業費と共通 

成果と課題 

オンラインによる交流は、現地に行かなくても英語を通して児童・生徒間交流ができ、

コミュニケーション能力の育成に効果的であると考えられます。課題としては、交流機

会の増加と持続性が挙げられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

オンライン交流の継続と中学生向け留学プログラムを実施します。 

オンライン交流については、９月から 12 月にかけて小・中学校とニュージーランド

の現地校の交流を行う予定です。 

中学生向け留学プログラムについては、８月５日～19日の15日間、中学生10名がニ

ュージーランド現地校へ留学予定です。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑧ 小中一貫教育推進事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

義務教育９年間を見通した教育課程の編成と指導の工夫改善のため、中

学校区において、小・中学校間の効果的なカリキュラム編成等についての実

践研究や学力向上につながる研修を実施します。また、中学校に対する児童

の不安を和らげるために、教員が市立小・中学校の授業において円滑に兼務

できるよう、中学校に非常勤講師を派遣します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・同一中学校区にある小・中学校を研究グループとして、小・中学校間の円滑な接続及

び児童・生徒の学力向上に向けた研究を行いました。 

・依知中学校及び相川中学校に非常勤講師を各１名配置しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「児童の中学校に対する不安

を和らげることができた」と思

う学校の割合(%) 

目標 85.0 85.0 90.0 

実績 83.3 94.4  

達成率(%) 98％ 111％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

全国学力・学習状況調査の全国

平均正答率との比較ポイント

の伸び（ポイント） 

目標 2.5 2.5 2.8 

実績 2.8 2.4  

達成率(%) 112％ 96％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

小・中学校教員が共通の教育課題を解決するための合同研修会を実施したり、互いの

授業や給食、部活動の場面などを見学したりすることにより、児童・生徒の特性や生活

実態等に関する共通認識をもち、子どもの発達を考慮した支援の連携を図ることができ

ました。小学生が中学校の授業・部活動等の体験をしたり、小・中学生が行事等で相互

に交流したりすることにより、中学校生活に対する児童の不安を和らげることができま

した。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、９年間を見通したカリキュラム編成や学力向上につながる研修の実施、小学

校から中学校への円滑な接続を図るための研究を進めるとともに、小学校高学年におけ

る教科担任制や、児童・生徒の発達段階を踏まえた９年間の系統的な支援体制づくりな

どについて検討します。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑨ ＳＥＬ教育基金事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

厚木市ＳＥＬ教育基金条例に基づき、確かな学力を身に付けた心豊かで

健康な児童及び生徒を育成するために、厚木こども科学賞、理科・科学教

育推進のための事業等を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・「おもしろ理科教室」を３大学、６企業の協力を得て、市立小学校23校で23回実施 

・こども科学賞の授賞式 令和４年12月３日（応募作品数 548点） 

・小学校理科の観察・実験講習会 令和４年８月２日 市立小学校教員23名参加 

・（株）半導体エネルギー研究所会社見学 令和４年８月４日 市立中学生20名参加 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

こども科学賞展示会の満足度(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 99.3 99.2  

達成率(%) 99％ 99％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

令和４年度のこども科学賞の応募作品数は548点で、前回（令和３年度）の応募件数

489点から59点の増加となっています。身近な動植物や現象に着目した観察や実験の他

に、環境問題やＳＤＧｓを意識した作品も見られました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き子どもたちの科学への興味・関心を高めることを目指した取組を継続しま

す。令和４年度から実施したＳＥＬの会社見学も継続し、子どもたちの科学する心や研

究への意欲の醸成を図っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 
1-⑩⑪ 元気アップスクール推進事業交付金

（小・中学校） 
所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

各市立小・中学校が、子どもたちの「生きる力」を育むことを目的に地

域とのきずなを大切にした特色ある学校づくりを推進し、各校の重要課題

や新たな課題等に対応するため、各校の申請に基づき必要な経費を交付し

ます。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・交付対象 市立全小・中学校36校 

・ボランティアなどの来校者数21,510 人 

 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小・中学校】 

地域人材や講師などが児童・

生徒 1 人に対して関わる人数

（人） 

目標 2.7 2.8 2.9 

実績 1.1 1.3  

達成率(%) 41％ 46％  

達成状況 Ｄ Ｄ  

成果と課題 

令和４年度も新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、事業の計画変更を行った

学校がありましたが、感染症対策を行いながら各学校において特色ある事業を実施する

ことができました。令和４年度は、年度途中に各校を訪問し、事業の実施状況や今後の

計画など、交付金の目的に沿って計画的に執行されているかどうかの確認を行いまし

た。また、実績報告書の提出方法を見直し、事前提出と確認を行い、年度末の事務負担

の軽減を図りました。 

 今後も特色ある取組が効果的に行われるよう、交付金の事業内容について検討してい

きます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も校長会や教頭会等において交付金の適正な支出について指導するとともに、目

的に沿って計画的に執行されているか、年度途中において状況確認を行います。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑫⑬ 教育活動充実交付金（小・中学校） 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

各市立小・中学校がより良い教育活動の実践や特色ある学校づくりの推

進に向けた研究活動を行うために、交付金を交付します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・交付対象 市立全小・中学校36 校 

・ボランティアなどの来校者数21,510 人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

1-⑩⑪ 元気アップスクール推進事業交付金（小・中学校）と共通 

成果と課題 

令和４年度については、コロナ禍前に比べると各種研究大会や研修会は縮小の傾向が

見られたものの、教職員の資質向上に資する図書の購入による自己研さんや校内研修の

実施により、指導力向上を図ることができました。 

元気アップスクール推進事業交付金と同様に、年度途中に各校を訪問し、計画的に執

行されているかどうかの確認を行いました。また、実績報告書の提出方法についても、

事前提出と確認を行い、年度末の事務負担の軽減を図りました。 

交付金の執行時期が年度末となっている学校が依然として散見されるため、計画的か

つ適正な支出に努めることと、研究活動のほか、地域との連携・信頼関係をより深める

取組が必要となっています。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、地域との連携・信頼関係を深めながら、各学校の教育の質の向上・特色ある

学校づくりを図るため、計画的に事業を推進するよう指導するとともに、年度途中にお

いて状況確認を行います。 

委員からの意見 
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事業名 
1-⑭⑮ カーボンニュートラル教育推進事業

費（小・中学校） 
所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

市立小・中学校においてカーボンニュートラルに関する取組を実施する

に当たり、基礎的な事項を学ぶ機会を設け、意識付けを図ります。 

 

※令和４年度新規事業 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

全市立小・中学校の小学校４年生・中学校１年生を対象にカーボンニュートラルの授

業を実施しました。 

 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

1-⑩⑪ 元気アップスクール推進事業交付金（小・中学校）と共通 

成果と課題 

協力企業から講師を派遣し、授業を実施しました。児童・生徒が「自分に何ができる

か」「自分の行動がどのように世界・社会につながっているか」を考えるきっかけにな

りました。 

本授業を単発の授業で終わりとせず、その後の授業や実生活につなげていけるよう

に、指導内容を講師および学校と一緒に考えていきます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

昨年度の授業の改善点を修正しながら、引き続き講師による授業を市立小・中学校で

実施していきます。事前アンケートと事後アンケートを実施することで、児童・生徒の

変容を分析し、講師や学校と共有していきます。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑯ 小学校児童支援推進事業費 所管課 教職員課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

不登校やいじめ、問題行動などに対して、きめ細かな対応ができるよう

に、小学校に非常勤講師を派遣し、落ち着いた学校生活を送ることができ

る環境づくりや学力の向上を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・派遣人数 19人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

アンケートによる児童の 

学習意欲の向上の割合(%) 

目標 92.0 92.0 92.0 

実績 97.5 92.6  

達成率(%) 106％ 101％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

アンケートによる児童の 

生活態度の向上の割合(%) 

目標 98.5 98.5 98.5 

実績 96.4 100  

達成率(%) 98％ 102％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

非常勤講師の派遣により、「児童指導担当教諭や、教育相談コーディネーターが、そ

れぞれ授業中に校内を回る時間を確保できるのがとてもありがたい。」「児童支援非常

勤講師は、保護者や担任の声を受け止めながら日々の教育を進めており、保護者や教職

員の安心にもつながっていることが感じられる。」「教職員の時間確保やそれによる負

担軽減のためにも、事業の継続を強く望む。」などの効果が得られているとの意見を配

置校からいただきました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、落ち着いた学校生活を送ることができる環境づくりや学力の向上を図るた

め、事業を継続していきます。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑰ 中学校少人数学級実施事業費 所管課 教職員課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

学校の実態に応じて少人数の学級編制を行うため、中学校に非常勤講師

を派遣し、生徒一人一人に対してきめ細かな指導を行うことにより、学力

の向上や問題行動と不登校の減少を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・派遣人数 ３人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

アンケートによる生徒の 

学習意欲の向上の割合(%) 

目標 92.0 92.0 92.0 

実績 98.1 98.2  

達成率(%) 107％ 107％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

アンケートによる生徒の 

生活態度の向上の割合(%) 

目標 98.5 98.5 98.5 

実績 100 98.6  

達成率(%) 102％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

非常勤講師の派遣により、配置校からは「支援が必要な生徒が増えている現状からす

ると、少人数はぜひ行っていただきたい事業である。」「教室の空間にゆとりができて、

対話的な授業形態の工夫、生徒の私物の置き場所、生徒どうしの距離の確保ができて良

い。」「学習場面や学級活動において、発言回数や活躍の場面が増え、より人間関係の

広がりや深まりを得ることができた。」等の効果が得られているとの意見があるなど、

きめ細かな教科指導と、問題行動の早期発見や対応を行うことができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

学校の実態に応じた少人数の学級編制を行い、学校のニーズに対応できるよう、事業

を継続していきます。 

委員からの意見 
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事業名 1-⑱ 「パクパクあつぎ産デー」の実施 所管課 学校給食課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

取組内容 児童・生徒の食育に対する関心を高めるため、「パクパクあつぎ産デー」

として、地元の農産物を給食に使用します。 

取組目標 

指標 

厚木市農業協同組合と連携し、市立小・中学校において月３回程度を目標

に、地場農産物を取り入れた学校給食を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

令和４年度は、月３回程度の実施を目標に取組を行っていましたが、結果として、小

学校・中学校共に月平均2.4回の実施となりました。 

実施日には、地場農産物の使用についての校内放送や、生産者や食材の情報を記載し

た資料をクラスで配布するなど、児童・生徒に周知するとともに、家庭配布献立表や給

食だより等で保護者に対しても周知を行いました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

成果と課題 

実施に当たっては、地元農産物への関心が高まるように、様々な機会を捉えて児童・

生徒や保護者に周知を図りました。 

課題としては、天候不順等の影響で農産物の生育が悪い場合など、予定どおりには取

組を実施できないことがあったほか、生産者の高齢化により、農産物を供給してもらえ

る農家自体が減少傾向にあることなどが挙げられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後は、より一層、厚木市農業協同組合との連絡調整を密にし、実施回数の増加を目

標に引き続き取組を継続します。 

委員からの意見 
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基本方針２  子どもたちを育てる支援体制の充実 

 

事業名 2-① 学力ステップアップ支援員配置事業費 所管課 教職員課  

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

基礎的・基本的な学習内容の確実な定着を通して、学ぶ意欲を育てると

ともに、学力の向上を図るため、児童・生徒の学習をサポートする学力ス

テップアップ支援員を市立小・中学校に配置します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【支援員配置人数】 

・小学校42人(延べ人数43人） 

・中学校30人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「学力ステップアップ支援員と

の協働により、基礎的・基本的な

学習の定着や学力向上につなが

るような授業展開ができた」と

思う教員の割合(%) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 99.0 93.8  

達成率(%) 110％ 104％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「先生と支援員がいることで、

学習が分かりやすく、意欲的に

取り組める」と思う児童・生徒の

割合(%) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 93.4 93.4  

達成率(%) 104％ 104％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

新型コロナウイルス感染拡大防止の対応が継続されるなか、教員と共に児童・生徒一

人一人の学習状況に応じたきめ細かな支援を行い、基礎的・基本的な知識や技能の習得

及び学習意欲の向上を図るとともに、人的支援により、感染拡大防止にも目を配ること

ができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、児童・生徒個々の状況やニーズに合った、きめ細かな支援を行い、知識や技

能の習得及び学習意欲の更なる向上を目指し、各学校の状況に応じた支援に取り組むと

ともに、学習支援ボランティアとの関連を研究していきます。 

委員からの意見 
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事業名 2-② 教育調査研究部会運営費 所管課 教育研究所 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教育の新たな動向や今日的な課題に対応するため、教職員等で構成する

研究部会をテーマごとに設け、毎月１回程度部会を開き、課題解決に向け

ての調査研究や、教材・資料の作成を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・教育調査研究部会 ３部会設置・運営 

・部会開催延べ回数35回(３部会合計、うち1回はオンラインで開催) 

・研究に携わった教職員20人  

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

研究成果や教育情報の充実度(%) 

目標 95.0 95.0 95.0 

実績 87.6 95.6  

達成率(%) 92％ 101％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

令和４年度も、新型コロナウイルスの感染状況に応じて、集合とオンライン研修を併

用しながら調査研究を進め、３部会のうち、２部会が研究のまとめを行いました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、課題の解決や人材育成を目指し、研究を積み重ね、その研究成果を発信して

いきます。また、令和６年度に向け、教育の動向を把握し、今日的な教育課題をもとに

新たなテーマ設定の検討を行い、教職員の資質・指導力の向上を図るために事業を推進

していきます。 

委員からの意見 
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事業名 2-③ 教育資料提供事業費 所管課 教育研究所 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

学校・家庭・地域社会における教育を支援するため、児童・生徒用の教材

や研究の成果をまとめた研究紀要等を作成・提供します。また、教職員を始

めとする教育関係者の実践をまとめた教育実践記録集の発行や、教育に関

する資料の収集・提供を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 令和４年度は次の教育資料等を作成しました。 

小学校 社会科副読本（2,000部）、学習用地図（2,000部） 

中学校 社会科副読本（2,100部）、学習用地形図（2,100部） 

その他 研究紀要第101、102集（各850部）、教育実践記録集第49集（270部） 
 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

2-② 教育調査研究部会運営費と共通 

成果と課題 

小・中学校社会科副読本の修正増刷を始め、日々の教育活動に効果的に活用できる教

材、資料等の作成・収集・提供を行いました。 

また、市内15公民館に、小・中学校社会科副読本を配布しました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

教職員の資質・指導力の向上を図るため、様々な教育的ニーズや今日的課題について

の研究成果を発信していきます。 

委員からの意見 
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事業名 2-④ 先生のための研修事業費 所管課 教育研究所 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教職員の指導力向上を支援するため、教育に関する国・県の動向や今日

的課題を踏まえた希望制研修、各学校の担当者等の専門性の向上を図るた

めの指定研修、初任者研修、教育研究発表会、教育講演会を開催します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

令和４年度は計36回の講座を実施し、教職員の指導力向上を支援しました。 

【講座内容】 

寺子屋講座（希望制研修）23講座、指定研修５講座、初任者研修５回、新規臨臨時

的任用職員（教員）研修２回、教育研究発表会・教育講演会１回 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

受講内容を実践に役立てる

ことができるとする教職員

の割合(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 99.4 99.2  

達成率(%) 99％ 99％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

指定研修では働き方改革や多文化共生、個人情報の取扱いをテーマに研修を行ったほ

か、初任者研修では、コミュニケーションや人格的資質向上等をテーマに研修を行いま

した。また、寺子屋講座（希望制研修）においては、受講者から満足度99.9％、実用度

99.2％と高い評価を得ました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

教育に関する国・県の動向や、今日的課題について、引き続き広く情報収集を行うと

ともに、研修の目的やねらいに応じて、集合研修とオンライン研修を活用し、より効果

的な研修を実施していきます。 

委員からの意見 
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事業名 2-⑤ 働き方改革「アクションプラン」の推進 所管課 教育総務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

取組内容 「厚木市立小・中学校における働き方改革に関する方針」（令和２年３月

策定）に基づき、令和３～５年度の具体的な取組を定めた「アクションプラ

ン」を推進します。 

取組目標 

指標 

学校に依頼する調査や資料配布の精選、学校閉庁日の拡大など、12 の重

点取組を中心に働き方改革に向けて取り組みます。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

アクションプランの推進に当たり、小・中学校長会の意見交換会や教育委員会関係各

課等による会議を開催し、働き方改革の推進に向けた検討を行いました。 

具体的な取組としては、地域学校協働活動の新たなモデル地区の拡大を実施したほ

か、学校閉庁日をこれまでの３日間から令和５年度以降は６日間に拡大することを決定

しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

成果と課題 

アクションプランでは12の重点目標を設定していますが、達成状況については、八つ

の取組が「達成」、三つの取組が「実施中」、一つの取組が「検討中」となっており、

おおむね順調に進んでいます。 

令和５年度はアクションプランの最終年度となることから、「実施中」「検討中」の

取組を中心に一層の取組の推進を図るために、関係各課等と一緒に取り組んでいきます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

アクションプラン最終年度であることから各取組を着実に進めるとともに、次期計画

策定に向け、現在のプランの検証を行い、働き方改革の更なる推進を図るために、新た

な計画の策定作業に取り組んでいきます。 

委員からの意見 
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基本方針３  安全な教育環境の整備 

 

事業名 3-① 小中学校通学区域再編成委員会運営費 所管課 教育総務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

市立小・中学校の通学区域の再編成等について審議するため、小中学校通

学区域再編成委員会を運営します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

学校規模適正化の方策として、学校の統廃合を含めた方策を検討する地域・学校におい

て、10 月～11 月に掛けて説明会を開催したほか、令和５年１月～２月に掛けてアンケー

ト調査を実施し、今後の取組の方向性に係る検討を進めました。 

検討に当たり、６月と 12 月に市小中学校通学区域再編成委員会を開催し、取組の状況

について報告するとともに、今後の取組の考え方等について審議いただきました。 

【説明会】     33回開催・536人参加 

【アンケート調査】 7,360人送付、2,774人回答（回答率37.7％） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

「厚木市立小・中学校の適

正規模・適正配置に関する

基本方針」に基づく取組の

実施 

目標 
対象地域等 

検討 

地域計画 

検討 

地域計画 

策定 

実績 
対象地域等 

検討 

説明会・アンケ

ート調査実施 

 

達成率(%) 100％ 50％  

達成状況 Ａ Ｄ※  

※Ｒ４目標「地域計画検討」には、①説明会、②アンケート調査、③
意見交換会、④附属機関の設置の４段階があり、②まで完了した
ことから達成率を50％と記載しています。 

成果と課題 

対象となる地域について、説明会やアンケート調査を実施し、多くの保護者や地域の皆

様の考えを丁寧に伺いながら検討を進めることができました。 

学校規模の適正化に当たっては、教育の公平性の確保や教育水準の維持向上を図るのは

もちろんのこと、各地域や学校の歴史や文化などを十分に考慮する必要があることから、

今後も多くの方から丁寧に御意見を伺っていく必要があります。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

アンケート結果等を踏まえ、各地域における方策の方向性を整理します。その後、対象

となる地域・学校ごとに意見交換会を開催し、その場の御意見等を踏まえ、方策の方向性

を定めていきます。なお、学校の統廃合等の方策を行う場合は、対象となる地域ごとに検

討組織を設置し、方策の実施に向けた実務的な内容を検討いただく予定です。 

委員からの意見 
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事業名 3-② 小中学校プール施設最適化推進事業費 所管課 教育総務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

水泳指導や部活動での使用状況などのソフト面、施設の老朽化などのハー

ド面の現状と課題を把握し、今後の水泳指導と学校プールの方向性を整理し

た上で、プール施設最適化の取組等を進めます。 

※令和４年度新規事業 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

モデル校（小学校２校）で屋内市民プール等の活用及び水泳指導・監視の一部委託を実

施したほか、水泳授業の継続的な実施を前提とした学校プールの再編方針や実現可能性の

検証等を行う調査委託を実施しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

水泳指導とプール施設の最適

化の方向性の検討 

目標 － モデル校での実

証・委託調査 

調査結果を踏

まえた検討 

実績 － モデル校での実

証・委託調査 

 

達成率(%) － 100％  

達成状況 － Ａ  

成果と課題 

令和４年度のモデル事業と調査委託により、本市における水泳授業の在り方の方向性

の検討に必要な項目や今後の課題等を整理することができました。 

令和４年度時点での検討では、屋内プールの活用を前提としていましたが、授業等で必

要となる屋内プール利用枠の安定的な確保が今後の検討課題として考えられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和５年度はモデル校での実証や調査委託の結果を踏まえ、本市における学校プール

の在り方の基本的な考え方をまとめていきます。 

また、その考え方に基づく令和６年度以降の小・中学校の水泳授業等の展開について、

検討を行っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 3-③ 小中学校学校施設最適化推進事業費 所管課 教育施設課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

厚木市公共施設最適化基本計画における目標耐用年数を迎える校舎につ

いて、校舎の整備に必要となる計画の策定等を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校の施設整備に係る基本計画策定支援及びＰＰＰ/ＰＦ

Ｉ※等の民間活力導入可能性調査業務委託を実施しました。 

（履行期間：令和３年10月22日から令和５年３月10日まで） 

※ＰＰＰ…公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の
創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの。 

※ＰＦＩ…民間の資金や経営能力等を活用して公共施設を整備するＰＰＰの手法のひとつ 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

学校施設整備基本計画の策定 

目標 － 策定２校 策定１校 

実績 － 策定２校  

達成率(%) － 100％  

達成状況 － Ａ  

成果と課題 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校の施設整備に係る民間活力導入可能性調査の結果等

を踏まえ、事業手法は、基本設計を分離発注し、実施設計及び建設を一括発注する「Ｄ

Ｂ（詳細設計付）方式」に決定しました。 

また、施設建て替え整備における校舎面積、必要諸室、施設整備や配置などの基本的

な考え方を取りまとめた基本計画を策定しました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和６年度から令和16年度までの11年間において、市立小・中学校13校で17棟の

校舎又は体育館が施設の目標耐用年数を迎えることから、将来にわたって子どもたちの

学校生活における安全を確保するとともに、これからの教育活動に対応できる汎用性の

高い学校施設を整備するため、引き続き計画的な事業の推進に努めます。 

委員からの意見 
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事業名 
3-④⑤ 小・中学校校舎・体育館改修事業費 

（長寿命化） 
所管課 教育施設課  

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒が快適な教育環境の中で安心して安全に学校生活を送ること

ができるよう、トイレ、外壁・屋上等の改修を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【工事】外壁・屋上改修工事（毛利台小学校、睦合中学校） 

受変電設備改修工事（南毛利小学校、厚木中学校） 

【委託】外壁・屋上改修設計委託（愛甲小学校、藤塚中学校） 

受変電設備改修設計委託（愛甲小学校） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小・中学校】 

外壁改修校数(校) 

目標 ２ ２ ２ 

実績 ０ ２  

達成率(%) 0％ 100％  

達成状況 Ｄ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小・中学校】 

校舎トイレ改修率(%) 

目標 100.0 － － 

実績 100.0   

達成率(%) 100％   

達成状況 Ａ   

成果と課題 

小・中学校２校の外壁・屋上改修工事を実施するとともに、小・中学校２校の受変電

設備改修工事を発注（契約締結）しました。しかし、受変電設備改修工事については、

新型コロナウイルス感染拡大等の影響により受変電設備の納期が長期化し、年度内に工

事を完成することが困難であることから、工事期限を令和５年10月末に変更しました。 

また、次年度の外壁・屋上改修工事及び受変電設備改修工事に向け、設計委託を実施

しました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

児童・生徒が快適な教育環境の中で安心して安全に学校生活を送ることができるよ

う、引き続き計画的に事業を進めるとともに、事業の執行に当たっては、多額の経費が

必要となるため、国等の動向を注視しながら国庫補助金等の財源確保に努めます。 

委員からの意見 
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事業名 3-⑥⑦ 小・中学校校庭整備事業費 所管課 教育施設課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒が快適な屋外施設環境で安心して安全に学校生活を送ることが

できるよう、グラウンドの改修を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【委託】グラウンド改修測量委託、実施設計委託（愛甲小学校） 

【工事】グラウンド改修工事（厚木中学校） 

 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小・中学校】 

校庭改修校数(校) 

目標 １ １   １ 

実績 １ １  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

中学校１校のグラウンド改修工事を実施しました。 

また、次年度のグラウンド改修工事に向け、設計委託等を実施しました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、児童・生徒が快適な教育環境の中で、安心して安全に学校生活を送ることが

できるよう、計画的に事業を進めるとともに、事業の執行に当たっては、多額の経費が

必要となるため、国等の動向を注視しながら国庫補助金等の財源確保に努めます。 

委員からの意見 
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事業名 3-⑧⑨ 小・中学校特別教室冷暖房設置事業費 所管課 教育施設課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

近年の地球温暖化等による猛暑の影響から児童・生徒の健康被害を防止

し、児童・生徒が快適な教育環境の中で安心して安全に学校生活を送るこ

とができるよう、特別教室に冷暖房設備を設置します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和4年度取組実績 

・特別教室等冷暖房設備設置 ８校45室 

（三田小学校、清水小学校、妻田小学校、鳶尾小学校、毛利台小学校、上荻野小学校、 

依知小学校、上依知小学校） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小・中学校】 

設備設置事業校数(校) 

目標 － ８ ８ 

実績 － ８  

達成率(%) － 100％  

達成状況 － Ａ  

成果と課題 

小学校８校の特別教室等45室に冷暖房設備を設置しました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、児童・生徒が快適な教育環境の中で、安心して安全に学校生活を送ることが

できるよう、計画的に事業を進めます。 

委員からの意見 
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事業名 3-⑩ 小・中学校ＬＥＤ化推進事業費 所管課 教育施設課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた地球温暖化対策実行計画に

基づく取組の一環として、学校施設における大きなエネルギー負荷となっ

ている照明器具を高効率なＬＥＤ器具に更新し、施設の省エネルギー化を

図り、エネルギーを起源とするＣＯ2排出量を削減します。 

※令和４年度新規事業 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・ＬＥＤ照明改修修繕（戸田小学校、睦合東中学校） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

ＬＥＤ器具更新校数(校) 

目標 － 2 2 

実績 － 2  

達成率(%) － 100％  

達成状況 － Ａ  

成果と課題 

小・中学校２校の照明器具をＬＥＤ器具に更新しました。 

なお、本市では公共施設に設置している全ての照明器具を 2030 年度までにＬＥＤ器

具に更新することを目標としていますが、早期達成には多大な財政負担等が課題となり

ます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和５年度においては、従来型手法により小・中学校２校（相川小学校、依知中学

校）の照明器具をＬＥＤ器具に更新します。 

また、令和６年度以降につきましては、国の地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重

点加速化事業）を活用した事業手法（ＥＳＣＯ事業）により、市立小・中学校施設の建

て替え整備や適正規模・適正配置に関する基本方針等と連携を図りながら、目標の早期

達成に取り組みます。 

委員からの意見 
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事業名 3-⑪ 児童・生徒登下校等安全推進事業費 所管課 学務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒が安心して登下校できるようにするため、防犯ブザーの配布

や学童通学誘導員の配置等を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

市立小学校新１年生全員及び市立中学校希望者用に防犯ブザーの購入、配布を行いま

した。 

また、通学路の安全確保のため、学童通学誘導員の配置等を行いました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

児童の防犯ブザー携帯率(%) 

目標 95.0 95.0 95.0 

実績 88.0 89.6  

達成率(%) 93％ 94％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

令和４年度の防犯ブザーの携帯率は、令和３年度携帯率と比較して上昇しています。 

今後もより高水準の携帯率を目指し、持続していくことが課題であると考えます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き不審者情報提供のためのケータイＳＯＳネットで防犯ブザーの携帯を促す

文言を掲載するなど、携帯率向上のための取組を実施していきます。 

また、学童通学誘導員配置箇所の周辺状況や環境変化等を注視してまいります。 

委員からの意見 
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事業名 
3-⑫ 小学校通学路安全点検ウェアラブル

カメラ導入事業費 
所管課 学務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

ランドセルに小型カメラ「ウェアラブルカメラ」を装着し、子ども目線で

通学路の映像を撮影することで、映像から通学路の危険箇所などを把握し、

改善につなげます。 

 

※令和４年度新規事業 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

小学校 23 校に２台ずつ配備し、各１路線において、登下校時の児童のランドセルに

カメラを装着して通学路を撮影しました。撮影した映像は、通学路の安全対策協議会に

おいて共有し、課題箇所の改善方法等を検討しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

ウェアラブルカメラの導入 

目標 － 導入 － 

実績 － 導入 － 

達成率(%) － 100％ － 

達成状況 － 100％ － 

成果と課題 

撮影した映像を基に、各関係機関がそれぞれ担当する箇所の改善を図りました。なお、

映像分析においては時間的に多大な労力が必要となることが課題です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

撮影した画像は、通学路等の危険箇所の把握や児童への安全指導、安全マップの作成

等に活用するとともに、警察や道路管理者等の関係機関と共有し、通学路の安全対策を

図ります。 

委員からの意見 
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事業名 
3-⑬ インターナショナルセーフスクール   

推進事業費 
所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

インターナショナルセーフスクール（ＩＳＳ）の考え方や手法を用いて、

児童・生徒がより安心・安全に過ごすことができる学校づくりを支援しま

す。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

清水小学校、妻田小学校、睦合東中学校 

日本セーフコミュニティ推進機構による指導・助言及び現地審査、認証式の実施 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

インターナショナルセーフ

スクール認証取得回数 

（累計） 

目標 

清水小４ 
妻田小１ 

睦合東中２ 

清水小５ 
妻田小２ 

睦合東中３ 

清水小５ 
妻田小２ 

睦合東中３ 

実績 

清水小４ 
妻田小１ 

睦合東中２ 

清水小５ 
妻田小２ 

睦合東中３ 
 

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

令和４年度は、それぞれの学校（清水小学校、妻田小学校、睦合東中学校）を会場に

して、認証に係る現地審査を現地及びオンラインのハイブリット形式で実施しました。 

また、３校合同による認証式をあつぎ市民交流プラザで実施しました。各学校では、

安心・安全な学校づくりに継続して取り組んできたことで、児童会や生徒会が中心とな

り、児童・生徒が主体的に活動することができています。今後は、申請書の作成及び発

表のための準備に伴い発生する学校への負担の軽減に向けた支援を図ります。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和７年度の現地審査、認証を見据え、令和４年度に認証を受けた各学校の安心・安

全に関する取組の継続と推進に向けた支援と協力を行います。 

また、各学校がＩＳＳ認証を長年続けてきたことで培ってきた手法や考え方を、他の

市立小・中学校や市のセーフコミュニティの取組に、どのようにいかせるか検討を行い

ます。 

委員からの意見 
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事業名 3-⑭ 青少年非行防止活動事業費 所管課 青少年教育相談センター 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

青少年の問題行動の未然防止、早期発見のために、厚木市青少年相談員

や社会教育指導員などが繁華街や駅前を巡回し、声掛け指導を行います。 

また、薬物乱用の防止を呼び掛けるために「心と街のクリーン作戦」等

の啓発活動を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

街頭指導を年間460回（従事者数1,014人）実施しました。 

青少年との関係を築きながら、不良行為をしている青少年に対して、繰り返さないよ

う丁寧な声掛け指導を実施しました。 

また、３年ぶりに「心と街のクリーン作戦」を実施し、市内の高校生や大学生の実行

委員が中心となって、市民に薬物乱用の防止を呼び掛けました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

街頭指導において声を掛け

た青少年の人数（人） 

目標 6,800 6,800 6,800 

実績 8,649 7,353  

達成率(%) 127％ 108％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

街頭指導従事者１人当たり

の街頭指導における指導し

た青少年の人数（人）   
※実績が目標値を下回ることを
目指す指標となります。 

目標 0.8 0.8 0.8 

実績※ 0.51 0.29  

達成率(%) 157％ 276％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

街頭指導では、新型コロナウイルス感染症の影響も弱まり、実施回数や従事者を増や

して実施することができました。不良行為をしていない青少年にも、積極的に声掛けを

し、青少年との関係づくりと問題行動の未然防止に努めました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も青少年と関係をつくりながら些細な変化を見逃さないために、繰り返し声を掛

け、根気強く街頭指導を実施し、実態把握と情報収集に取り組みます。また、「心と街

のクリーン作戦」等の活動内容を工夫し、青少年への健全育成のために、啓発活動の充

実を図ります。 

委員からの意見 
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基本方針４  安心して共に学べる教育の推進 

 

事業名 
4-①② 要保護及び準要保護児童就学援助事業費 

       要保護及び準要保護生徒就学援助事業費 
所管課 学務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教育の機会均等を図るため、経済的な理由により就学が困難な児童及び

生徒の保護者に、学用品等の経費の一部を支給します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【小学校】 

・支給人数：1,746人 

・支 給 額：66,075千円 

【中学校】 

・支給人数：1,021人 

・支 給 額：46,090千円 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小学校】 
就学援助者の就学率(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【中学校】 
就学援助者の就学率(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

経済的な理由で就学が困難な児童・生徒の保護者に対して、学用品費などを支給する

ことにより、教育の機会均等を図ることができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和５年度から、世帯ごとにオンライン通信費を支給します。今後も継続して、経済

的支援をしていく必要があると考えます。 

委員からの意見 
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事業名 4-③④ 小・中学校特別支援学級等就学奨励事業費 所管課 学務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教育の機会均等を図り、保護者の経済的負担を軽減するため、特別支援

学級等に就学する児童及び生徒の保護者に、学用品等の経費の一部を支給

します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

【小学校】 
・支給人数：特別支援学級等在籍者227人、通級指導教室通級者53人 
・支 給 額：7,367千円 

【中学校】 
・支給人数：特別支援学級在籍者111人 

・支 給 額：5,560千円 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【小学校】 

特別支援学級等援助者の就学率(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

【中学校】 
特別支援学級等援助者の就学率(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

学用品費・新入学学用品費の支給について、令和４年度から定額支給へ変更したこと

により、支給額が増加しました。また、対象者に対して平等に経済的支援を行うことが

できました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

特別支援学級に在籍する児童・生徒は年々増加傾向にありますが、今後も継続して、

経済的支援をしていく必要があると考えます。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑤ 特別支援教育推進事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

特別な支援を必要とする児童・生徒に対する総合的な支援体制を整備す

るため、市立小・中学校に学校教育指導員を派遣するほか、特別支援教育

介助員の配置等を行います。また、特別な支援を必要とする子どもへの適

切な就学相談、就学指導を行うため、「厚木市教育支援委員会」を運営し、

特別支援教育の充実を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・学校教育指導員の派遣：72回 

・特別支援教育介助員の配置：延べ156人（32校に配置） 

・就学相談の実施：７回 

・教育支援委員会の開催：５回 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

校内支援体制が整っている

学校の割合(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

特別な支援を必要とする児

童・生徒に対する特別支援教

育介助員の配置の割合(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 100.0 100.0  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

特別な支援を必要とする児童・生徒一人一人が適切な場で学ぶことができるよう、教

育的ニーズを把握し、障がいやその程度、能力、適性等を的確に判断するため、就学相

談及び教育支援委員会を実施しました。保護者のニーズを可能な限り尊重し、教育、医

学、心理学の専門的な見地からの意見を踏まえながら検討しました。 

また、年２回、指導主事と学校教育指導員が各校を訪問し、特別支援学級の学習・生

活指導や教室環境等を確認し、校内支援体制の充実のために助言を行いました。 

特別支援学級への教育的ニーズも多様化し、人数も増加傾向にあります。児童・生徒

一人一人に合った指導・支援にあたる教職員の指導力や、全教職員の理解の向上が今後

の課題として挙げられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

人的支援の一つとして、特別支援教育介助員の配置は欠かせません。今後も人員の確

保に向け、公民館だよりやその他広報を活用し、周知を図るなど、人材の確保に努めま

す。また、医療的ケア児に対しては、看護師資格を持つ介助員の配置のほか、学校等訪

問看護支援事業により、訪問看護事業者の看護師を配置し、必要となる医療的ケアを提

供します。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑥ インクルーシブ教育推進事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

共生社会の実現に向けて、障がいの有無にかかわらず、全ての子どもが

できるだけ同じ場で共に学び共に育つことを目指すインクルーシブ教育を

推進するため、支援を必要としている児童・生徒に適切な個別指導を行う

ための支援員を配置します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

モデル校へのリソースルーム※支援員派遣 

・毛利台小学校59回 

・玉川中学校39回 

※個別指導する場所 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

4-⑤ 特別支援教育推進事業費と共通 

成果と課題 

県の指定を受けて令和２年度から取り組んでいる、教育相談コーディネーターを中心

とするインクルーシブ教育校内支援体制整備事業が３年目を迎え、小・中学校ともにイ

ンクルーシブ教育が充実してきました。 

モデル校においては、一人一人を大切にするインクルーシブ教育に取り組み、児童・

生徒同士が共に学ぶ場面を増やす授業づくりを進め、学習環境や授業づくりのユニバー

サルデザイン化が定着してきました。 

また、リソースルーム等における個別の指導・支援や校内支援体制の充実が図られ、

児童・生徒の困り感が軽減されてきました。 

 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後は、県教育委員会所管課と更なる連携を図り、インクルーシブ教育について理解

を深めるための取組を一層充実させるとともに、モデル校や指定校の取組を定期的に発

信することで、各学校の実態に合わせた取組につなげていきます。 

併せて、地域と一丸となったインクルーシブ教育の取組をより充実させるために、コ

ミュニティ・スクールを活用し、地域との連携や地域への発信により一層努めていきま

す。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑦ 外国籍児童・生徒等支援事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

日本語が理解できず学校生活に支障をきたす外国につながりのある児

童・生徒に対し、母語等を話すことができる日本語指導協力者を派遣する

とともに、該当児童・生徒が多く在籍する学校において、放課後等を利用

し日本語の習得や学習補助を目的とした補習教室を開設するため、支援員

を派遣します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 令和４年度の派遣等の実績は下表のとおりです。 

日本語指導協力者の派遣 
申請受理262人 

派遣実績261人（14言語35人） 

日本語指導教室の開室 

開室回数141回（小学校６校、中学校１校） 

通級人数69人 

支援員派遣13人 

※日本語指導を必要とした児童・生徒は363人でした。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

日本語指導が必要な児童・生

徒支援のための人材派遣の

割合(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 96.1 99.6  

達成率(%) 96％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

日本語指導教室の支援体制

の充実度(%) 

目標 100.0 100.0 100.0 

実績 94.4 85.7  

達成率(%) 94％ 86％  

達成状況 Ａ Ｂ  

成果と課題 

日本語指導協力者の派遣申請をした児童・生徒に対して、99.6％派遣することができ

ましたが、必要とされながら、対応できない言語等があることや、突然の海外からの転

入に伴う緊急の対応ができないことも多くあり、日本語指導協力者の確保及び安定的な

派遣が課題です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き、必要な時に必要な人材を派遣できるよう、日本語指導協力者及び日本語指

導教室支援員の確保に努めます。 

委員からの意見 

 

34



 

事業名 4-⑧ 学校支援プロジェクト推進事業費 所管課 教育指導課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒の問題行動に対し、関係機関と連携してプロジェクトチーム

を組織し、一人一人に適した対応をするとともに、定期的に学校訪問を行

い、必要な情報を収集し、問題行動未然防止の観点から、管理職や担当教

員に対し、組織的かつ効果的な児童・生徒指導の方法等を助言します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 令和４年度の訪問実績は下表のとおりです。 

学校定期訪問 

（各校原則年３回） 

小学校74回 

中学校37回 

プロジェクト会議 
小学校３回（１校） 

中学校１回（１校） 
 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

プロジェクトチームの指導に

より問題行動等が解消・改善

した割合(%) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 60.0 50.0  

達成率(%) 67％ 56％  

達成状況 Ｃ Ｄ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

定期的な学校訪問が、問題行

動の未然防止に向けた児童・

生徒指導の充実に効果があっ

たと評価する学校の割合(%) 

目標 90.0 90.0 100.0 

実績 97.2 97.2  

達成率(%) 108％ 108％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

プロジェクトチームが小・中学校へ年間３回（学期毎に１回）の訪問をすることで、

各学校が問題行動の未然防止、早期発見、適切な対応ができるよう、具体的な指導・助

言に努め、児童・生徒指導の充実に繋がっています。 

また、学校だけの対応では解決することが困難な事案が増加していることから、警察

や児童相談所等の外部機関との連携を深めるとともに、保護者と協力し、児童・生徒が

様々な立場から支援・指導を受けることができるように努めています。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も引き続き、学校が対応に苦慮している事案について、複数の外部機関の協力を

得ながらケース会議等を開催していきます。また、児童・生徒の健全な育成を見据えた

具体的な対応、役割分担、目標設定を明確にした指導・支援を行います。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑨ 青少年教育相談事業費 所管課 青少年教育相談センター 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

児童・生徒とその保護者等が抱える課題の改善のため、来所相談を始め、

相談員の家庭訪問、学校への派遣･配置などによる相談活動を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

令和４年度の相談活動の実績は下表のとおりです。 

教育相談 

（青少年心理相談員、家庭訪問相談員、
教育ネットワークコーディネーター） 

来所4,125件、家庭訪問477件、電話661件、

メール８件、同行支援18件、間接的支援745件 

学校コンサルテーション※ 129ケース実施 

スクールカウンセラー派遣 相談3,449件、派遣324回 

教育ネットワークコーディネー

ター派遣 

相談130件、派遣18回 

元気アップアシスタント配置 配置回数3,375回 

※専門的援助が必要と考えられるケースを持つ学校に対して指導主事及び相談員が行う支援等 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

青少年心理相談員との教育相

談を通して好ましい変化がみ

られるようになった割合(%) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 90.1 92.9  

達成率(%) 100％ 103％  

達成状況 Ａ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

元気アップアシスタントに関

わった児童・生徒の満足度(%) 

目標 83.0 83.0 83.0 

実績 87.3 85.6  

達成率(%) 105％ 103％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

相談者と目標を明確にして相談活動をすることで、主訴改善に向かったケースが多く

ありました。不登校や発達に関する相談件数は高い水準で推移するとともに、背景にあ

る家庭の問題も複雑化・多様化しています。 

また、不登校状態が長期化することで、大きな改善につながるには時間を要するケー

スが多く、相談の長期化が課題として挙げられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

複雑化・多様化する課題に対応し、深刻化を防ぐために、専門的な関わりを早期に行

います。また、学校不適応を早期に改善するために、学校コンサルテーションを積極的

に行い、各学校の教育相談力の向上を図ります。 

さらに、相談員の配置回数の拡大や専門性の向上などにより、子どもが抱える課題や

困難を察知し、それぞれのケースの状況に応じた支援を充実させます。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑩ 登校支援推進事業費 所管課 青少年教育相談センター 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

不登校を未然に防ぐため、毎月実施する学校計画訪問や長期欠席児童・

生徒報告書等を通して各校の状況を把握し、課題改善に向けた様々な対策

を学校と連携しながら実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 令和４年度の相談等実施状況は下表のとおりです。 

各種会議・ケース会議 不登校対策推進連絡会議（２回） 

不登校対策推進実践連絡会議（２回） 

教育相談コーディネーター連絡会議（３回） 

課題改善ケース研究会参加（18校） 

児童・生徒支援推進アドバイザー派遣 36回 

学校教育指導員による学校訪問等 学校計画訪問（360回） 

ケース会議・支援会議（11回） 
 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

初期段階の不登校の児童・生徒

が登校支援によって改善した

割合(%) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 84.2 84.2※  

達成率(%) 94％ 94％  

達成状況 Ａ Ａ  
※R４実績は見込値です。10月頃確定します。 

成果と課題 

「学校の状況に応じた不登校の予防」を重点目標に、児童・生徒が安心・安全に学べ

る学校づくりを行うことができるよう、研修会や学校計画訪問等を通して学校に働き掛

け、不登校の改善につなげることができました。 

不登校の状況の多様化・複雑化に対応するため、個々の状況に応じたきめ細かな支援

を目指し、各校の状況に応じた不登校対策の取組や関係機関との連携をより一層充実さ

せることが必要であると考えています。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

増加傾向にある不登校の改善を目指し、学校の実情に合わせた取組とセンターの支援

のより一層の充実を図ります。 

令和５年度は「学校の状況に応じた不登校の未然防止とチーム支援」を重点目標とし、

学校教育指導員による学校計画訪問や児童・生徒支援推進アドバイザーを講師とした研

修会などを充実させるとともに、学校の支援の核となる教育相談コーディネーターの育

成や学校と関係機関の円滑な連携に努めます。 

また、校内の居場所づくりの推進や多様な教育機会の確保を通して、一人一人の社会

的自立に向けた支援の充実に努めます。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑪ 教育支援教室運営事業費 所管課 青少年教育相談センター 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

不登校児童・生徒が、小集団での学習や体験活動を通して心の安定を図

り、自信を取り戻して学校や社会生活に適応していけるようにするため、

個に応じた支援や学習指導を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 令和４年度は次の教育支援教室を開設し、様々な要因で学校に行けない児童・生徒に対し、

社会的自立を目指して相談・指導を行いました。 

No 教室種類 通室状況 対象 開設場所 

① なかま教室 13 人（うち改善 13 人） 中学生 厚木中学校敷地内 

② なかまルーム 11 人（うち改善 10 人） 小・中学生 市役所第２庁舎６階 

③ 訪問型登校支援 ６人 公民館 

※「①なかま教室」、「②なかまルーム」の見学及び体験者は 28 人でした。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

教育支援教室での指導により
登校できるようになった、又は
好ましい変化が見られるよう
になった通室生の割合(%) 

目標 93.0 93.0 93.0 

実績 100.0 95.8  

達成率(%) 108％ 103％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

二つの教育支援教室の特長をいかし、心理的・情緒的要因など様々な要因で学校に登

校することが難しい児童・生徒に対して、小集団での体験活動や個に応じた学習指導を

通して、人間関係の改善や集団生活への適応を目指すとともに、社会的自立をねらいと

したきめ細かな指導・支援を推進してきました。その成果として、多くの児童・生徒が

部分登校等で学校と何らかの形で関わることができるようになり、中学校卒業後の進路

につなげることができました。 

また、公民館と連携し、学校外で訪問型登校支援を行ったことにより、通室が難しい

児童・生徒のニーズに応えることができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

在籍校と連携をしながら、「なかま教室」「なかまルーム」それぞれの特長をいかし、

個に応じたきめ細かな実践を重ねるとともに、交流活動の充実及び学習意欲の向上等を

通して、児童・生徒の心の安定や人間関係の改善、基礎・基本の定着を図り、社会的自

立を目指す支援ができるよう努めます。 

また、不登校児童・生徒を対象とした動物飼育活動や野外活動等の「体験活動プログ

ラム」を拡大し、外の世界とつながり、心の元気を回復するきっかけとなるような取組

の充実を図ります。 

委員からの意見 
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事業名 4-⑫ 人権教育・啓発推進事業費 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

市民の人権に対する意識をより高めていくため、人権講座「ヒューマン

カレッジ」等を開催するとともに、人権について積極的に啓発活動を行い

ます。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 人権講座「ヒューマンカレッジ」を全３回実施しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

人権講座参加者の人権意識 
高揚度(%) 

目標 86.3 86.4 86.5 

実績 88.9 86.2  

達成率(%) 103％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

各回でアンケートを実施し、人権について関心を持ったと回答された方がほぼ目標値

に近い数値となり、啓発活動として有効であったと思います。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き人権講座の開催を実施し、積極的な啓発活動に努めていきます。 

委員からの意見 
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基本方針５  家庭・地域・学校の協働の推進 

 

事業名 5-① 家庭教育学級交付金 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

教育の出発点である家庭教育の充実を図るため、幼稚園保護者会、小・中

学校ＰＴＡ等が家庭教育学級を開設できるように支援し、交付金を交付し

ます。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

各幼稚園保護者会、小・中学校ＰＴＡ等に家庭教育学級交付金を交付し、家庭教育の

充実を支援しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

家庭教育支援事業に参加した保

護者の家庭教育への有効度(%) 
（家庭教育学級参加者アンケート結
果） 

目標 97.4 97.5 97.5 

実績 97.6 95.0  

達成率(%) 100％ 97％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

各幼稚園保護者会、小・中学校ＰＴＡ等で家庭教育学級を実施し、参加者へのアンケ

ートを集計した結果、有効度がほぼ目標値に近い数値となり、一定の効果を得られまし

た。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き、各幼稚園保護者会、小・中学校ＰＴＡ等の家庭教育学級への支援を続け、

更なる家庭教育の充実を目指します。 

委員からの意見 
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事業名 5-② 家庭教育情報提供事業費 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

家庭教育の必要性や重要性を啓発するとともに、家庭教育に必要な情報

を提供するために、乳幼児、小・中学生等の保護者などを対象に講演会等を

開催します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

家庭教育情報提供講演会を年３回実施し、乳幼児、小・中学生等の保護者などに向け

て講演会等を対面及びオンラインで実施しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

家庭教育支援事業に参加した保

護者の家庭教育への有効度(%) 

（家庭教育情報提供講演会アンケー

ト結果） 

目標 97.4 97.5 97.5 

実績 95.9 97.1  

達成率(%) 98％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

参加者へのアンケートを集計した結果、有効度がほぼ目標値に近い数値となり、保護

者の方へ家庭教育に関する必要な情報提供の機会を設けることができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

引き続き、保護者の方が必要としている内容を考慮し、家庭教育に必要な情報を提供

するために家庭教育情報提供講演会を実施します。 

委員からの意見 
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事業名 
5-③④ 地域ぐるみ家庭教育支援事業費 

地域ぐるみ家庭教育支援事業交付金 
所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

地域で家庭教育支援を推進するために、地域や関係団体の皆様に必要な

情報提供や共通認識を深めることを目的にフォーラムを開催します。 

また、市内各地区で組織される地域ぐるみ家庭教育支援事業実行委員会

等に、交付金を交付します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

フォーラムは３年ぶりに対面開催となりました。各地区の事例発表や講話を交えたワ

ークショップを行い、地域ぐるみ家庭教育支援の実践に役立つ情報提供や、今後取り組んで

いく地域学校協働活動について考えるきっかけづくりを提供できました。 

また、各地区の地域ぐるみ家庭教育支援事業実行委員会等に交付金を交付し、委員会

等を通して様々な事業を行い、家庭教育の場を提供しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域ぐるみ家庭教育支援フォ

ーラム参加者アンケートの有

効度(%) 

目標 90.0 90.5 91.0 

実績 － 96.5  

達成率(%) － 107％  

達成状況 － Ａ  

成果と課題 

フォーラムでは各地区の活動発表を行い、参加者への情報提供や、家庭教育及び地域

学校協働活動に関する意識・情報の共有を図りました。また、ワークショップでは様々

な立場の参加者同士で意見交換を行うことにより、相互に協働して事業や活動を推進し

ていく重要性を認識できました。令和４年度はコロナ対応及び会場定員の関係で参加者

を限定しての開催となりましたが、より多くの皆様にご参加いただくため、会場や日程

等の調整が必要であると考えます。 

交付金については、コロナ禍ではありましたが、委員会等において開催方法の工夫を

行いながら様々な事業を開催し、家庭教育の場をつくることができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

より良い事業の在り方を常に模索しながら家庭教育支援の更なる向上及び地域学校協働

活動の推進を目指し、その地域の特性をいかした事業の実施に取り組むため、また、より多

くの方に参加していただけるよう次年度以降の開催を計画します。 

交付金については、引き続き、家庭教育の向上を図るため、各地区の地域ぐるみ家庭

教育支援事業実行委員会等に交付金を交付し、様々な事業を行っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 5-⑤ 地域学校協働活動事業 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

多くの幅広い層の地域住民、団体等が参画し、緩やかなネットワークを

形成することにより、地域学校協働活動を推進する体制を確立させます。 

また、地域と学校との連絡調整、情報の共有、地域学校協働活動の企画、

調整、運営、地域住民への呼び掛けなどの役割を担う地域学校協働活動推

進員を委嘱します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

依知南地区及び森の里地区の２地区に加え、更に依知北地区及び南毛利地区の一部を

モデル地区に指定し、４地区内９校に各１名の推進員を委嘱しました。 

地区 学校 

依知南地区（依知南公民館） 依知小学校、依知南小学校、依知中学校 

森の里地区（森の里公民館） 森の里小学校、森の里中学校 

依知北地区（依知北公民館） 上依知小学校、北小学校、藤塚中学校 

南毛利地区の一部（南毛利公民館） 毛利台小学校 
 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域学校協働活動推進員 

を委嘱した地区数(地区) 

目標 
２ 

(モデル地区) 

４ 

(モデル地区) 
７ 

実績 ２ ４  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

コロナ禍で公民館事業や地域のイベント、地域住民が関わる学校行事が減少し、推進

員の活動も制限を余儀なくされましたが、推進員が学校と公民館及び地域をつなぐパイ

プ役となり対象学校と連携・協働しながら活動を行いました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和３年度からのモデル事業を経て、令和５年度から本格実施とし、令和７年度まで

に段階的に全地区に展開する予定です。 

委員からの意見 
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事業名 5-⑥ 「コミュニティ・スクール」の活動支援 所管課 教育総務課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

取組内容 学校・保護者・地域が協働しながら、子どもたちの豊かな学びと健やかな

成長を支えていく、学校運営協議会制度「コミュニティ・スクール」（以下

「ＣＳ」という。）の活動を支援します。 

取組目標 全市立小・中学校に設置しているＣＳが学校の課題等に対応しながら、着

実に継続的に活動できるよう、研修会や情報提供などを実施して支援しま

す。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

ＣＳ活動の更なる推進を図るため、各種研修を実施したほか、地域学校協働活動との

一体的・効果的な推進を図るため、関係各課との担当者会議の場の設定し、今後の両取

組の進め方について検討を行いました。 

【令和４年度研修実績】 

・学校運営協議会委員向け（要望校対象）（５回）【講師：社会教育指導員】 

・教育委員会内指導主事向け（１回）      【講師：   〃   】 

・市立小・中学校長及び教頭向け（１回）    【講師：文部科学省ＣＳマイスター】 

・Ｒ５年度地域学校協働活動推進地区向け（１回）【講師：     〃     】 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

成果と課題 

令和５年２月に実施した全小・中学校向けアンケート調査では、「学校と地域の距離

が近くなったか」という設問に対して、80％以上が「はい」と回答するなど、地域とと

もにある学校づくりが着実に成果を挙げているものと考えられます。 

課題としては、平成30年度の全小・中学校へのＣＳ導入から４年が経過し、委員ごと

の知識や経験の差が広がっていることや教職員全体への理解の促進などが挙げられま

す。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和５年度も引き続き、運営上の支援を必要とする学校に対して、指導・助言を行う

ことができるよう、各学校ＣＳの活動状況の把握に努めるとともに、ＣＳと地域学校協

働活動の一体的な推進に向けた仕組みづくりを進めます。 

また、研修については、小・中学校の全教職員を対象としたオンライン研修や新規委

員向けの研修などを企画していく予定です。 

委員からの意見 
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基本方針６  地域主体で取り組む社会教育の振興 

 

事業名 6-① 厚木北公民館整備事業費 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

社会教育及び地域コミュニティの活動拠点としての機能充実を図るた

め、厚木北公民館の再整備を進めます。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

新築工事に向けて基本・実施設計を行いました。 

 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

厚木北公民館整備の進捗状況 

目標 
解体工事 

事務所移転 

基本実施 

設計 
建設工事 

実績 解体工事 

事務所移転 

完了  

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

基本・実施設計が完了し、令和５年度及び令和６年度の継続事業として近隣の皆様や

地元自治会の御協力をいただきながら新築工事を進めます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和５年８月頃から新築工事に着工し、令和７年２月末の完成及び令和７年４月供用

開始を目指します。 

委員からの意見 
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事業名 6-② 公民館活動事業費 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

地域の特性をいかした各種事業を開催し、地域コミュニティの充実を図

るとともに、学級講座を通して教養の向上等を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・全公民館参加者合計 5,335人 

「世代の課題を捉えた講座」「現代的課題に関する講座」「家庭教育の充実に関する

講座」「地域の学習課題を捉えた講座」という四つの柱を設け、地域特性をいかした多

彩な事業を市内15の公民館で実施しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

学級・講座の満足度(%) 

目標 70.6 71.1 71.6 

実績 74.7 69.7  

達成率(%) 106％ 98％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

各公民館で地域特性をいかして多彩な事業を実施することができましたが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響もあり、料理教室等飲食を伴う企画の見合わせや、感染拡大に

より、やむを得ず急遽企画を中止した事業もありました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も情勢を踏まえつつ、学習機会の提供や地域の人材を活用した学習支援体制を整

えられるよう、安心・安全に配慮しつつ、多角的な視点から企画を行います。 

委員からの意見 
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事業名 6-③ 公民館改修事業費(長寿命化） 所管課 社会教育課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

施設の長寿命化を図ることを目的に、外壁・屋根等の改修を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

公共建築物の長寿命化事業計画に基づき、依知北公民館外壁及び屋根の改修工事を実

施しました。公民館改修事業費においては、該当がなかったため修繕は実施していませ

ん。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

公共建築物の長寿命化 

目標 設計 

修繕 

改修工事 

修繕 

改修工事 

改修工事 

実績 設計 

修繕 

改修工事 

修繕 

改修工事 

 

達成率(%) 100％ 100％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

公共建築物の長寿命化事業計画どおりに実施することができました。半年に渡る改修

工事期間は施設の利用を制限することになりますが、公民館事業や貸館等への影響を最

小限にするよう関係各所と調整を行いました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

作業工程等を工事監督課と調整し、公民館事業や貸館等への影響を最小限に抑えるよ

う努め、公共建築物の長寿命化事業計画に基づき実施します。 

委員からの意見 
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基本方針７  地域文化の振興と自主的な学びの支援 

 

事業名 7-① 郷土博物館活動推進事業費 所管課 文化財保護課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

生涯学習の拠点として郷土博物館活動の推進を図り、歴史、民俗、生物分

野に関する研究や調査結果を市民の皆様に還元します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

基本展示室内の融合展示のテーマを「火・光」とし、あつぎの「火・光」について様々

な視点から考え、自然科学分野では「灯りに集まる昆虫」「四季の星座」を、人文科学

分野では「火災に遭う」「飯炊く」（考古）、「花火をつくる、あげる」「火事に立ち

向かう」(民俗)、「花火」「星下りの奇瑞」（歴史）を展示しました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

あつぎ郷土博物館入館者数(人) 

目標 38,000 39,000 40,000 

実績 19,228 23,115  

達成率(%) 51％ 59％  

達成状況 Ｄ Ｄ  

成果と課題 

本市に係る事象について自然科学、人文科学の各分野から解説し、総合的に理解する

ことを目的として展示を行いました。自然科学分野の展示については、神奈川工科大学

子ども科学館との協働で製作しました。新型コロナウイルス感染症対策に努めながら、

27 団体の見学、市内 10 校の小学生の見学のほか、中学校、幼稚園・保育園、大学の見

学を受け入れ、10月16日には来館者10万人を達成しました。生涯学習の拠点としての

役割を果たすため、更に広い層の市民の皆様等に対してアピールし、来館者を増やすこ

とが課題です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

あつぎ郷土博物館の目的である郷土文化の発信のため、引き続き資料収集、調査研究

を行い、その成果を市民の皆様に還元するほか、展示や講座などを積極的に開催すると

ともに、郷土の歴史にも光を当て、歴史の聖地として多くの方々に御来館いただけるよ

うに努めていきます。 

また、博物館法の改正を受け、多様な主体との連携・協力による文化観光やその他の

活動を図り、地域の活力向上に取り組むとともに、ホームページ、フェイスブック等で

積極的な発信を行い、日頃の研究や活動を広く周知していきます。 

委員からの意見 
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事業名 7-② 郷土博物館特別展示事業費 所管課 文化財保護課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

各種展示、講座の開催等を通じ生涯学習の拠点として郷土博物館が行っ

てきた歴史、民俗、生物分野に関する研究や調査の知見に基づき、展示会、

講演会等を実施し、研究等の成果を市民の皆様に還元します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・【特別展示】「有孔鍔付土器と人体装飾文の世界」 

・【企画展示】「バッタ-はねる、飛ぶだけじゃないバッタの魅力-」「相模人形芝居大

会第50回記念展 人形ととともに-相模人形芝居の50年-」 

・【地域展】「地域再発見！１厚木地域～家康・芸妓・ヨシゴイ～」 

・上記展示の際に関連講座を17回実施 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

7-① 郷土博物館活動推進事業費と共通 

成果と課題 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として各講座の定員を制限するなどしまし

たが、特別展示及び企画展示の関連講座を17回実施し、628人の参加がありました。ま

た、各展示会の展示解説や、市内小学校のほか各団体の見学を受け入れました。生涯学

習の拠点としての役割を果たすため、更に広い層の市民の皆様等に対してアピールし、

来館者を増やすことが課題です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

あつぎ郷土博物館の目的である郷土文化の発信のために、研究や調査の知見に基づ

き、展示会、講演会等を実施し、研究等の成果を市民の皆様に還元するとともに、郷土

の歴史にも光を当て、歴史の聖地として多くの方々に御来館いただけるように努めてい

きます。 

また、博物館法の改正を受け、多様な主体との連携・協力による文化観光やその他の

活動を図り、地域の活力向上に取り組むとともにホームページ、フェイスブック等で積

極的な発信を行い、日頃の研究や活動を広く周知していきます。 

委員からの意見 
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事業名 7-③ 市史編さん事業費 所管課 文化財保護課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

本市の歴史的変遷を後世に継承するため、「厚木市史」の発刊を目指し、

歴史資料の調査、収集、分類及び整理を行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・古代通史編の発行 

・古文書等歴史的資料の調査・収集・分類・整理・保存 

・廃棄公文書の収集・保存 

・『市史たより』第27・28号の発行 

※新型コロナウイルス感染症対策等により歴史講座は開催できませんでした。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

厚木市史」発刊数(冊) 

※カッコ内は総数 

目標 １(15) １(16) -(16) 

実績 ０(14) １(15)  

達成率(%) ０％ 100%  

達成状況 Ｄ Ａ  

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

市史関係講座参加者数(人) 

目標 200 200 200 

実績 － －  

達成率(%) － －  

達成状況 － －  

成果と課題 

『厚木市史』の古代通史編を発行することができたほか、次回の、近代資料編（２）

の発刊に向けて準備を進めることができました。また、『市史たより』第27・28号を発

行しました。 

市史の発刊が３月末になったこと、新型コロナウイルス感染対策等により歴史講座は

開催できませんでしたが、令和５年度に歴史講座を開催します。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

『厚木市史』古代通史編の発刊に関連した歴史講座を開催します。また、次回の、近

代資料編（２）の発刊に向けて準備を進めていきます。 

また、『市史たより』第29・30号を発行します。 

委員からの意見 
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事業名 7-④ 郷土芸能事業費 所管課 文化財保護課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

厚木市の誇るべき郷土芸能を後世に継承するため、児童・生徒を始め市民

の皆様が鑑賞できる機会を数多く設けます。 

また、後継者育成のため、体験教室や郷土芸能学校を開設します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

コロナ禍で一定の制限がある中、新型コロナウイルス感染症対策を実施しつつ、相模

人形芝居や相模里神楽、古式消防の郷土芸能普及公演を小学校や幼稚園、公民館などで

22 回実施したほか、相模人形芝居や太鼓の体験講座を小学校や大学で 17 回実施しまし

た。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

普及公演鑑賞者数(人) 

目標 8,650 8,650 8,650 

実績 697 4,418  

達成率(%) 8％ 51%  

達成状況 Ｄ Ｄ  
※鑑賞者数は、YouTubeによる動画視聴者数も含まれます。
Ｒ３の鑑賞者数には、郷土芸能保存団体以外の団体の動
画視聴者数が含まれていたため数値を修正しています。 

事業指標② Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

体験講座参加者数(人) 

目標 440 440 440 

実績 － 964  

達成率(%) － 158％  

達成状況 － Ａ  

事業指標③ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

郷土芸能団体新規加入者数(人) 

目標 20 20 20 

実績 ４ 
- 

（確定次第報告）  

達成率(%) 20％   

達成状況 Ｄ   

成果と課題 

新型コロナウイルス感染症対策実施の関係で、普及公演の鑑賞者数は目標に達しませ

んでしたが、体験講座の参加者数は目標を上回ることが出来ました。令和５年度以降は

通常に戻り、市民の皆様が鑑賞できる機会や、後継者育成のための体験教室の開催が増

えると想定しています。引き続き郷土芸能を後世に継承していくことが課題です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も、適宜ヒアリングを行うなど、各郷土芸能保存団体に寄り添い、各事業の実施

方法を工夫しながら、市民の方々が鑑賞できる機会や、後継者育成のための体験教室を

開催することにより、貴重な郷土芸能の普及・継承に努めていきます。 

委員からの意見 
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事業名 7-⑤ 図書館整備事業費 所管課 中央図書館 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

複合施設等整備基本計画に基づき、図書館の基本設計に取り組むととも

に、（仮称）未来館との連携等について検討します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

複合施設整備スケジュールが変更になり、令和４年度に実施予定であった実施設計が

できなかったため、実施設計に向けての要件整理等の準備作業を行いました。 

また、複合施設交流機能基本設計に係るアドバイザリー業務委託において、図書館の

書架配架計画や各施設の連携サービス導入の検討、ＩＣタグ調達検討等を行いました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

新たな図書館に向けた 

進捗状況 

目標 基本設計 実施設計 
実施設計 
施工 

実績 基本設計 実施設計準備  

達成率(%) 100％ 20％  

達成状況 Ａ Ｄ  

成果と課題 

新図書館の整備に向け、複合施設のメリットを最大限にいかせるよう、他部署との連

携、調整をいかにスムーズに行い、共通認識を持って業務を行っていくことが課題とな

っています。今後も、変更された複合施設整備スケジュールに沿って事業を実施してい

きます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

複合施設内の新たな図書館を整備するため、引き続き実施設計及び施工に際しての調

整や検討を行います。また、複合施設図書館実施設計アドバイザリー業務委託において、

備品レイアウトや業務システムの検討等を行っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 7－⑥ 電子図書館事業費 所管課 中央図書館 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

読書活動を推進するため、 いつでもどこでも、365日24時間、インター

ネットを通じて、電子書籍の検索、貸出、返却、閲覧が可能な電子図書館を

開設します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

市立中学校と電子図書館利用について連携を進めました。また、電子図書館のPR活動

や様々なテーマで特集を実施し、利用促進を図りました。電子書籍のタイトル数も、ス

タート時の約1,000点（R３.10）から、10,290点（R５.３末）となり、魅力ある書籍を

充実させることができました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

電子書籍貸出者数(人) 

目標 6,000 10,000 11,000 

実績 3,314 6,486  

達成率(%) 55％ 65％  

達成状況 Ｄ Ｃ  

成果と課題 

令和３年 10 月の電子図書館の導入時、電子書籍は約 1,000 点でしたが、令和５年３

月末には 10,290 点となり、書籍を充実させることはできましたが、目標の貸出者数を

達成することはできませんでした。今後は、小・中学校との連携を進めるとともに、普

及に向けPR活動を継続して、貸出者数の増加を図っていきます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

市立中学生を対象に、図書館カードを配布し電子図書館の利用促進を図ります。さら

に、魅力ある書籍を充実させるとともに、普及に向けPR活動を継続していきます。 

委員からの意見 
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事業名 7-⑦ 読書活動へのアプローチの実施 所管課 中央図書館 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

取組内容 読書活動の習慣化と読書が好きな子どもの育成を図るため、子どもの発

達段階に応じた読書活動へのアプローチを実施します。 

取組目標 

指標 

「読書大好きあつぎっ子」を育成するため、子どもが読書に親しむための

機会の提供や、読書のきっかけづくりとなる行事等を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

 睦合東中学校をモデル校として、学校図書館を通じた予約図書の搬送サービスを実施

しました（搬送20回・103冊）。 

また、新型コロナウイルスの感染防止対策を講じた上で、こども読書マラソン

（1,037人参加）、絵本ライブ（26人参加）、人形劇（94人参加）等の行事を開催し

たほか、学校等に推薦図書リストなどを配布して読書活動の推進を図りました。 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

成果と課題 

新型コロナウイルス感染防止のため、中止していたイベント（対面で配布するブック

スタート等）を順次再開しています。「読書大好きあつぎっ子」を育成するため、今後

も講座等の諸事業を開催し、子ども読書活動推進事業を実施していきます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

市立中学校を対象とした予約図書の搬送サービス「結ぶプロジェクト」の本格実施及

び市立中学生を対象とした図書館カード発行事業等を中心とし、「読書大好きあつぎっ

子」を育成するための諸事業を実施していきます。 

委員からの意見 
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基本方針８  スポーツ活動の推進 

 

事業名 8-① 市民スポーツ活動推進事業費 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

多くの市民にスポーツに触れる機会を提供するため、ニュースポーツを

体験するスポーツなじみＤＡＹなどを開催します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・スポーツなじみＤＡＹ参加者数 508人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

スポーツ行事※の参加者数（人) 

※8-①②の事業の参加者数の合計 

目標 18,300 18,300 18,300 

実績 6,258 14,026  

達成率(%) 34％ 77％  

達成状況 Ｄ Ｃ  

成果と課題 

コロナ禍の中で３年ぶりにスポーツなじみＤＡＹを開催しましたが、参加者は508人

に留まりました。雨天による屋外イベントの中止や、感染を懸念して参加を控えたなど

の理由が考えられますが、対策を講じながらイベントを開催し、スポーツに親しめる機

会を提供できたことで、スポーツ活動の推進が図られたと考えます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

様々な媒体を活用した広報活動を行い、イベントを周知します。また、アンケート結

果等を参考に、参加者のニーズを把握した事業内容を検討し、スポーツに親しむ機会を

提供し、市民の心身の健康増進を図っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-② スポーツ推進事業補助金 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

（公財）厚木市スポーツ協会が行う生涯スポーツの普及・推進事業に要す

る経費に対して補助金を交付し、スポーツ人口の拡大を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

（公財）厚木市スポーツ協会が令和４年度に行ったスポーツ推進事業について、計

13,518人の参加がありました。 

（参加人数内訳） 

・競技別市民選手権大会(24大会) 5,043人 

・スポーツ大会（８大会） 3,953人 

・キッズスポーツチャレンジ 36人 

・スポーツチャレンジデー 340人 

・あつぎウォーク 291人 

・スポーツ教室等（37教室）1,272人  

・指導者養成支援事業(セミナー) 258人 

・指導者養成事業(審判員・指導者養成) 943人 

・選手育成強化事業 1,151人 

・スポーツ人のつどい 231人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標 

8-① 市民スポーツ活動推進事業費と共通 

成果と課題 

 スポーツ大会及び教室等の開催回数の増加や、各事業の参加者の増加など、スポーツ

の機会や規模を拡大し、スポーツ活動の推進に努めました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も厚木市スポーツ協会に対して補助金を交付し、本市のスポーツをより一層推進

するための指導助言を行っていきます。 

また、市民への意識調査の実施やスポーツ協会との連携を通じ、生涯スポーツの普及、

推進及びスポーツ人口の拡大を図っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-③ あつぎスポーツアカデミー推進事業補助金 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

（公財）厚木市スポーツ協会が行う、あつぎスポーツアカデミー事業に補

助金を交付し、将来のトップアスリートを目指すジュニアの育成や指導者の

養成などを行います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

参加人数 

あつぎスポーツアカデミー 688人 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

あつぎスポーツアカデミ
ー参加者アンケートの総
合的な満足度において「と
ても満足」及び「やや満足」
と回答した人の割合(％) 

目標 90.0 90.0 90.0 

実績 98.0 95.0％  

達成率(%) 109％ 106％  

達成状況 Ａ Ａ  

成果と課題 

元オリンピック選手（バドミントン、バレーボール）や元プロ野球選手等を講師に招

き、中学生やその指導者を対象とした講習会を開催し、競技力の向上やメンタル面の指

導等のレベルアップを図りました。 

未就学児から小学生に対しては、体力づくり及び競技力向上を図りました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も厚木市スポーツ協会に対して補助金を交付し、本市のスポーツをより一層推進

するための指導助言を行っていきます。 

また、参加者への意識調査の実施やスポーツ協会との連携を通じ、トップアスリート

の育成、指導者の養成及び市民スポーツ活動の推進を図っていきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-④ 市民体力向上推進事業費 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

学校法人日本体育大学との連携事業を行うなど、幼児から高齢者まで、

あらゆる世代の体力向上とスポーツ人口の拡大を図ります。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

参加人数 

・市民体力向上推進事業「ニュージーランド代表選手によるバスケットボールクリニッ

クwith 日体大」日体大系列高校のバスケットボール部員 59人 

・市民体力向上推進事業「アテネパラリンピック金メダリスト高橋勇市選手小・中学校

巡回講演」 830人（小学校６校８回） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

講師派遣事業の参加者数(人) 

目標 800 800 800 

実績 523 889  

達成率(%) 65％ 111％  

達成状況 Ｃ Ａ  

成果と課題 

「ニュージーランド代表選手によるバスケットボールクリニック with 日体大」で

は、スポーツを「する・見る・支える」の視点でバスケットボールを体験し、今後のス

ポーツ活動への支援を図りました。 

また、「アテネパラリンピック金メダリスト高橋勇市選手 小・中学校巡回講演」で

は、パラスポーツを通じて児童・生徒に夢を持つ大切さ、障がいへの理解、スポーツに

対する関心を高めました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

今後も市民ニーズに対応した事業内容を検討すると共に、幅広い年齢層を対象とした

体力向上の取組について、日体大を始め関係機関等と連携して検討していきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-⑤ スポーツ推進委員養成事業費 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

地域におけるスポーツ・レクリエーションの普及・推進のため、地域のリ

ーダーとしてふさわしいスポーツ推進委員の養成のための研修会などを行

います。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

開催回数及び参加人数 

・スポーツ推進委員会議等 開催回数 13回 参加者数 270人 

・セストシューター練習会 開催回数 ５回  参加者数 112人 

・各種研修会・大会    開催回数 ７回   参加者数 167人 

・事業※協力        事業回数 ８回   参加者数 352人 

 
※スポーツなじみＤＡＹ（１回目及び３回目）、厚木市民体育祭、あつぎウォーク、あつぎマラソ

ン、あつぎスポーツレクリエーションフェスティバル（スポーツなじみＤＡＹ２回目）、あつぎ
駅伝競走大会、ちびっこマラソン・駅伝競走大会 の８事業 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

スポーツ指導者養成研修

等参加者数(人) 

目標 1,100 1,110 1,120 

実績 147 901  

達成率(%) 13％ 81％  

達成状況 Ｄ Ｂ  

成果と課題 

令和４年度は、コロナ感染症対策を講じながら、研修会や事業協力を数多く実施する

ことができました。なお、目標を達成できなかった理由の一つとして、コロナ対策とし

て、人数制限を設けて研修会等を実施したことが考えられます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

新たな種目の提案等により、委員の参加意欲を高めるような研修会等を検討します。 

委員からの意見 
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事業名 
8-⑥⑦ 競技団体選手強化事業交付金 

    全国大会等出場奨励事業費 
所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

競技力向上を図るため、競技団体が全国大会や県大会等に選手を派遣す

る際に実施する強化合宿及び強化練習会等の事業に対し、交付金を交付し

ます。また、競技力向上を図るため、国際大会、全国大会に出場する市民に

奨励金を交付します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・交付団体数  ０団体 

・国際大会出場奨励金 ７件（７人） 

・全国大会出場奨励金 190件（501人） 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

全国大会出場者数(人) 

目標 500 500 500 

実績 287 507  

達成率(%) 57％ 102％  

達成状況 Ｄ Ａ  

成果と課題 

令和４年度は多くの全国大会及び国際大会が開催され、多くの市民が出場したことに

加え、市・教育委員会表彰対象者に対して周知を図ったため、奨励金の交付を通じて有

望な競技者を支援することができました。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

各競技協会の事業内容を市ホームページで公開し、事業のＰＲを図っていきます。 

また、全国大会等出場奨励事業について、今後も制度について周知を図るとともに、

交付申請の情報収集に努めていきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-⑧ グラウンド・ゴルフ場整備事業費 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

市民の健康増進と生涯スポーツの推進を図るため、子どもから高齢者まで楽

しむことができる新たな施設として、グラウンド・ゴルフ場を整備します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・駐車場及び進入路の用地取得 

・グラウンド面及び駐車場の整備 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

グラウンド・ゴルフ場 

整備の進捗状況 

目標 
グラウンド面整備 

用地買収 

進入路・ 

駐車場整備 
進入路整備 

実績 

進入路測量 

設計委託 

土地鑑定評価 

用地取得 

グラウンド面

及び駐車場整

備 

 

達成率(%) 40％ 90％  

達成状況 Ｄ Ａ  

成果と課題 

令和４年度は、駐車場、進入路の用地取得及びグラウンド面、駐車場の整備を実施しま

した。令和５年度は、交渉に時間を要している一部進入路用地の取得と進入路の整備を実

施する予定です。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

整備基本方針に基づいて進入路の用地取得及び整備を進めていきます。 

委員からの意見 
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事業名 8-⑨ 飯山グラウンド整備事業費 所管課 スポーツ推進課 

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
） 

事業概要 

新たな市営体育施設の整備に向けて、既存のグラウンド面及びテニスコー

ト等の改修修繕を行うとともに、管理棟及びトイレの新設を実施します。 

Ｄ
Ｏ
（
実
行
） 

令和４年度取組実績 

・伐根処理 

・野球場Ａ面防球ネット修繕 

 

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
） 

事業指標① Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

飯山グラウンド 

整備の進捗状況 

目標 附帯設備等修繕 附帯設備等修繕 附帯設備等修繕 

実績 附帯設備等修繕 附帯設備等修繕  

達成率(%) 70％ 90％  

達成状況 Ｃ Ａ  

成果と課題 

令和４年度は野球場Ａ面防球ネット修繕を実施し、施設の整備計画を推進しました。 

令和５年度以降もテニスコートの改修等整備を進めます。 

Ａ
Ｃ
Ｔ
（
改
善
） 

今後の取組 

令和２年度から行っている施設整備を継続して行い、新たな市営体育施設を整備する

ことにより、スポーツ・レクリエーション活動の普及・拡大を図ります。 

委員からの意見 
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